
戦略1廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【人づくり】

【担当課：産業振興課／農林水産課】
【関係課：プロモーション戦略課、教育委員会】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略１ 　地域経済を支える・成長させる人材の育成、確保

・市役所本庁舎７階（食堂跡地）を活用した企業誘致事業を実施し、Ｄ
Ｘ企業が入居。ＤＸによる産業振興等に関する包括連携協定を締結。
※産業振興課

<今後の見通し>
・本庁舎７階（食堂跡地）を活用した公募型企業誘致事
業によるＤＸ企業の拠点開設に伴う地元大学生（情報
系）の採用、育成（ＳＥ系）
・上記ＤＸ企業による地元大学向けインターンシップの実
施　※産業振興課

8月下旬から9月中旬にかけて、ＩＣＴＫＯＢＯＭＩＹＡＪＩＭ
Ａにおいて、広島西部木材振興協同組合の協力の下、
本市の主要産業である木材関連産業を題材としたイン
ターンシップを開催。合計2回行い、第1回が6名、第2回
が12名の学生が参加【産業振興課】

〈今後の見通し〉
木材産業におけるデジタル技術を活用した生産性向上
などの取組を引き続き検討していく。
インターンシップをきっかけとした地元大学生のＩＴ技術
者としての雇用の確保に努める。

・働き方改革推進支援助成金（労働局）を申請し、各種支援策を展開し
た。
①シニア向け求人誌
　シニア求人に特化したチラシを中国新聞折込にて周知。
②学生向け企業ガイド「ハッケン！カイシャノチカラ」
　将来的な人材確保を目的とした冊子を7,000部作成し中高生（市内全
生徒）、近隣大学に配布した。 コンセプト・狙い：　「住む」と「働く」を
セットにした地域に広く周知できる媒体を制作して中小企業等の各種
情報発信を支援し、企業の認知度を上げることで長期的に安定した人
材確保による労働環境の改善を目指す。
※廿日市商工会議所

・会報誌にてSDGｓシリーズを開始。地元企業の取り組みを定期的に
紹介している。環境問題への取り組みは企業イメージ向上にもつなが
るため就労環境、人材獲得への効果も見込める。新規採用や離職率
低下に繋がっている好事例あり。
※廿日市商工会議所

〈課題〉
・①シニア向け求人誌
　掲載事業者は8社（16社見込み）、採用件数も期待した
数値は得られなかった。求人・求職双方の市場変化が
激しいためニーズを捉えるのが難しくなっている。
・②学生向け企業ガイド
　企業・学校からも高い評価を得た。企業15社、学校10
校のアンケートの結果から具体的な課題（ミスマッチな
ど）やニーズ（求める情報）が見えてきたので、今後の支
援策に反映させる。
※廿日市商工会議所

＜今後の見通し＞
・学生向けの情報発信は継続させることで効果が出てく
る取り組みなので、廿日市市と連携して会員以外も対象
として継続的に発行し、市域全体の取り組みとしたい。
※廿日市商工会議所

・市内企業を１０社程度紹介するパンフレットを作成す
ることで、中高大学生に対する地元就職への意識付け
を行いつつ、パンフレット未掲載企業に対しては、従業
員の雇用環境の整備等のワークライフバランスに関す
る意識を向上させる。【産業振興課】

・インターンシップ市場の実質的な拡充に伴い、地元中
小企業も制度を活用できるよう支援事業を実施し、7社
が参画した。　【廿日市商工会議所】

・パソコン教室を開設し、ビジネススキルアップに繋がる
カリキュラムを提供し、会員事業所の従業員が受講し
た。　【廿日市商工会議所】

〈今後の見通し〉
・11月頃冊子は完成。二十歳の集いなども活用し、大
学生などに配布するとともに、市内の中高生にも配布
する。

・宮島工業高校より新たに購入した工作機械を使用し、地元事業者か
ら要望のある事柄に生徒が取り組み、市内企業紹介・地元就職につな
げたいとの打診あり。　※廿日市商工会議所

・佐伯高校生が「SAEKI　QUEST（佐伯クエスト）」（総合的な探求の時
間）の一環で地域イベント（津田商店街、いわくらマルシェ等）に参画。
イベント参加を通じて企画～仕入～販売～収益確保を体験。　※佐伯
商工会

・大野中、大野東中が2年生を対象に3日間の職場体験を実施。（昨年
度はコロナで未実施）　※大野町商工会

・いちごを佐伯地域の小中学校３校の給食で提供（約500食×2回）。
学校放送等で生産者の取組を紹介。　※農林水産課

・広島サーモンを佐伯地域小中学校の給食で提供、牡蠣事業者が廿
日市小で出前講座、あさりの現場体験学習を大野東小で実施　※農
林水産課、学校教育課

・広島西部木材青年協議会が平良小で出前講座を実施中。
※産業振興課,プロモーション戦略課

・市内産のいちご、ほうれん草などをJA佐伯中央を通じて、スポット的
に広島工業大学の学食で使用した。　※農林水産課

〈課題〉
・インターンシップは学校側の負担（受入企業探し、段取
り等）が大きい。企業側では大学生受入れは採用等のメ
リットがあるが、中学生受入れのメリットが見出しにくい。　
※廿日市商工会議所
・高校生による地域イベント出店における安全性の確保
等、学校側の指導やフォローが必要。
　※佐伯商工会

<今後の見通し>
・本庁舎７階（食堂跡地）を活用した公募型企業誘致事
業によるＤＸ企業の拠点開設に伴う地元大学生（情報
系）の採用、育成（ＳＥ系）
・上記ＤＸ企業による地元大学向けインターンシップの実
施　※産業振興課
・宮島工業高校へ、ものづくり分野の企業による学校訪
問を検討　※廿日市商工会議所
・広島工業大学との連携について、女子学生によるメ
ニュー開発企画への食材提供など、様々な取組を提案
したい　　※農林水産課
・宮島学園（5年生）と連携して伝統工芸の学習・体験等
を行い、産業まつりでの発表を計画中
　※宮島町商工会

・市内産のほうれん草などをJA産直を通じて、スポット
的に広島工業大学の学食で使用した。【農林水産課】

・福山大学の学生が、廿日市の特産品である「ルバー
ブ」と「いちご」を使った商品開発を行っている。【農林水
産課】

・ＪＡ長なす部会が主となって、佐伯の長なすを使った
授業が、市内沿岸部の小学校で行われている。津田小
では、作付けから収穫、調理まで行われている。【農林
水産課】

・広島サーモン及びニジマスを市内小中学校の給食と
して利用。【農林水産課】

＜課題＞
・担当者が直接JA産直まで買い付けに行くなど、流通
を含めてのマッチングができていない。【農林水産課】
・近隣の大学との連携による動きが広がればなお良
い。【農林水産課】
・給食で提供することを考えると、生産量が課題となる。
長なすを使った調理レシピを提供して、家庭でもできる
取り組みに繋げている。【農林水産課】

＜今後の見通し＞
・引き続き、広島サーモン等の学校給食への利用につ
いて推進する。また、魚食普及を図るため、水産資源を
活用した体験学習等の実施について検討する。　【農林
水産課】

・下期において、”いわくらマルシェ”、”津田商店街ココ
から2DAYS”の実施を予定。学校側への情報提供や対
応は今後検討。【佐伯商工会】

・宮島学園（5年生）と連携して伝統工芸の学習・体験等
を行い、宮島産業まつりでの発表を計画中。【宮島町商
工会】

課題）子どもたちの地元就職、専門的な人材の確保・誘致、円滑な就職・再就職をサポートすること
●戦術１）産業人材の育成、確保、誘致

・市内大学生（出身者も）や高校生と市内企業とのマッチング、就職支援
・市内及び近隣の大学生や高校生のインターンシップ
・市内小中学生の市内企業でのビジネス体験

・プロモーション
戦略課
・学校教育課
・大学
・佐伯高校
・市内小中学校

インターンシッ
プ受入企業数
【10社】

本市に住み続
けたい、または
将来に戻ってき
たいと思ってい
る小中学生の
割合【85%】
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【担当課：産業振興課／農林水産課】
【関係課：プロモーション戦略課、教育委員会】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略１ 　地域経済を支える・成長させる人材の育成、確保

・令和5年2月16日に人材確保（多様な働き方）に関するセミナーを開
催した　（参加者26人）。　※しごと共創センター

〈課題〉
・求人に対して応募がなく人手不足。水産、建設・板金な
どの業種で外国人技能実習生を多数受け入れている。　
※大野町商工会

・佐伯工業団地内の企業から常時雇用希望だが、ダブ
ルワーク等を視野に入れた人材確保の相談がある。地
域内では製造業・サービス業での人手不足が目立つ。　
※佐伯商工会

<今後の見通し>

・部会事業にて「これからの人材確保・定着率UPのポイ
ントセミナー」「データで見る！採用の最新トレンドセミ
ナー」を開催し、多様な働き方や職場づくりについて啓
蒙した。　【廿日市商工会議所】

＜課題＞
・人手不足は続いている。半面、売上が回復していない
中、最賃上昇等により、雇用維持が困難な事業者も生
じている。単純に余剰労働者を人手不足の事業者へ回
すという数字上の問題ではない（労働者の適性や性
格、業務内容等、需要と供給が異なる）ため、簡単には
調整できない。【佐伯商工会】

・スキマバイトトサービス「タイミー」、ワーキングホリ
デー等を活用して人材確保を行っている事業者（飲食、
宿泊）がある。多様な働き方を視野に入れた人材確保
を考える必要がある。【宮島町商工会】

・プロモーション
戦略課
・大学
・高校
・労働局（ハ
ローワーク）

ワーク・ライフ・
バランスに取り
組んでいる企業
数【114社】

・労務スキルアップや、労務管理のDX化支援を目的としたセミナー（参
加：21社、個別相談：3社）と専門家個別相談を実施し、労働環境の改
善を支援した。
・シニア人材活用に関する専門家相談を実施した。
※廿日市商工会議所

・DXセミナー（12/21）実施。食品製造、建設、宿泊、飲食などの7社（う
ちオンライン6社）＋録画視聴7人が参加。DXの基本的説明、デジタル
販促、SNS情報発信、首都圏へのオンラインポスティング手法等。　※
宮島町商工会

〈課題〉
・観光関連事業者（宿泊等）における人材確保が進ま
ず、回復しつつある観光客の受け入れ体制が未整備。
DXによる省力化、サービスの簡素化（SDGsへの対応）
などの検討も必要か。　※観光課

・DXやICT導入に向けた意識づけ、経営者の意識改革
が必要な段階。　※廿日市商工会議所

<今後の見通し>
・次年度も働き方改革推進支援助成金（労働局）を申請
し、各種支援策（会員事業者向けの普及啓発）を展開予
定。
・次年度からパソコン教室を運営予定。リスキリングを含
め、地域のITスキル向上に繋げる。　
※廿日市商工会議所

・観光産業の生産性の向上等を目的とした「観光地ひろ
しまDX推進事業補助金」に係る説明会を広島県観光連
盟と共同で開催した。
（9/15・etto宮島交流館・47名参加）【観光課】
・ハローワーク、広島労働局、新型コロナウイルス感染
症対策産業振興実行委員会の共催で、急激に回復し、
人材確保に苦慮している観光業を対象に、合同企業説
明会を１０月３１日開催する方向で検討している。【産業
振興課】

・人権男女共同
推進課
・デジタル改革
推進課
・ＦＭはつかい
ち

ビジネス教育訓
練や、デジタル
人材育成に係
るセミナー開催
数【15回】

・認定創業支援事業の証明書発行（11人）　※しごと共創センター ・新型コロナ対策実行委員会事業の創業補助金を６件
申請した。
二次公募にも１件申請を予定している。【大野町商工
会】

・しゃもじん創業塾（４回シリーズ：11/12,11/19,12/3,12/17）を開催し
た。（参加者34人）　※しごと共創センター

・しゃもじん創業塾の実施（11月、12月で計4回）延べ90名参加
・ビジネスプランコンテスト（3月4日）
　大学（安田女子大学、広島工業大学）から21件、一般5件の応募、審
査の結果6件発表。青年部から協賛を集めて応募者全員に配分。※
廿日市商工会議所

・しゃもじん創業塾を7月から９月に全4回で開催【廿日
市商工会議所】
・新型コロナ対策実行委員会で、創業支援補助金（上
限100万円、補助率2/3または3/4)を創設。
第1次募集は、8者の応募があり、4者採択。第2次募集
は、申込み期限が9月末で実施【新型コロナ対策実行
委員会】

〈今後の見通し〉
2次募集を9月末の申込み期限で実施。しゃもじん創業
塾の受講者も申請する見込み

・しゃもじん創業塾のフォローアップとして個別相談（特定創業支援等
事業申請等）を３名に実施。　※しごと共創センター

・創業相談／事業計画策定支援、創業金融相談（公庫への斡旋）　　
・創業相談においては持続化補助金一般型(創業枠)での申請を目指
し、特定創業支援等事業受講の証明書発行希望者が増加。（問合せ
が増加中）　※廿日市商工会議所

・創業件数は４～５件（ADOA入居飲食、製造小売、農業など）。創業
相談が5～10件と増加している。　※大野町商工会

・事業計画策定セミナー（3回シリーズ）実施。経営分析、事業計画策
定、首都圏への販路開拓等。11人参加。事前に地域経済動向調査
（観光客数、発地別データ等）を実施して事業計画へ反映。　※宮島町
商工会

・創業件数は４～５件（農業関係）。創業相談を３件程度実施中。家
賃、土地・店舗購入費が比較的安価で創業しやすい環境がある。　※
佐伯商工会

・新店舗開業件数は３件程度（コンビニ、製造小売、飲
食など）。空き店舗の問い合わせや相談は多い。【宮島
町商工会】

・しゃもじんキューブのあり方と産業交流センターの活用方策について
会議所と検討協議を実施
　※産業振興課

・しゃもじんキューブは、３室中２室入居
　※廿日市商工会議所

〈今後の見通し〉
・しゃもじんキューブは令和4年度で廃止
　当初目的を果たし、スペースを有効活用するため廃止
（現在の入居者は退去）。令和5年度よりリスキリング支
援施設としてパソコン教室を運営（事業者、市民対象）　
※廿日市商工会議所

課題）多様な就労ニーズを踏まえた働き方の提案と職場環境の充実を促進させること

課題）地域資源・産業特性×デジタル技術による創業を支援すること

●戦術２）多様な働き方の実現と就職支援の強化

・若者、女性、子育て世帯、シニア、障がい者、外国人等の就労ニーズ
の把握
・ワークシェアリングや副業等といった多様な働き方の促進
・ビジネス教育訓練の強化を通じたデジタル人材や専門技術者の育成
・業種を超えた再就職の支援

●戦術３）創業の支援

・しゃもじん創業塾やビジネスプランコンテスト等の開催
・しゃもじんキューブのあり方の見直し、機能強化

〈課題〉
・創業支援のフォローアップ対象の範囲が悩ましい。会
員企業、持続化補助金申請者はフォローアップできてい
る。　　※廿日市商工会議所
・創業時に活用できる補助金（持続化補助金・創業枠、
市新事業創出補助金等）のニーズは高い。活用しやす
い支援制度の充実が必要。　※大野町商工会

<今後の見通し>
・令和５年度事業において創業前、創業後間もない時期
を対象とした創業補助金を創設予定
※しごと共創センター

・佐伯・吉和エリアで新事業創出に向けた動きが活発化
しており複数案件の事業化を支援予定　※佐伯商工会

・ひろしま産業
振興機構
・ひろしま創業
サポートセン
ター
・金融機関

創業支援事業
計画を活用した
市内創業者数
【110人】
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戦略1廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【人づくり】

【担当課：産業振興課／農林水産課】
【関係課：プロモーション戦略課、教育委員会】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略１ 　地域経済を支える・成長させる人材の育成、確保

●戦術４）事業承継、第2 創業の支援

・事業承継や第２創業を促進させるセミナー開催やマッチング

・月に一度広島県事業承継・引継ぎ支援センターと連携し無料の事業
承継個別相談会を開催している。相談件数６件（昨年度より増加）、引
き継ぎ成約事例あり。　※しごと共創センター

・県事業承継・引継ぎ支援センター及びしごと共創センターとの共催の
ほか単独で個別相談会も実施。事業合併（買取）の事例あり。　※廿
日市市商工会議所

・廃業（高齢による）は2～3件。第三者承継による開業、事業売却（2
社）の事例あり。　※大野町商工会

・オーナー変更、死亡廃業（後継者不在）が増加。商工会新規加入は
１０者（上半期９、下半期１）。市外からの参入や創業１年目が多い。特
に浅原地区への農業系の新規参入が活発。　※佐伯商工会

・廃業は３社程度、観光客数の回復に伴い4～5社の新設事業所あり。　
※宮島町商工会

〈課題〉
・後継者不在が課題　※しごと共創センター
・観光農園、酪農等でも事業承継の課題あり　※農林水
産課
・しごと共創センターと商工会議所及び各商工会との役
割分担の明確化

〈今後の見通し〉
・広島県等と連携した事業継承個別相談会を拡充予定
（市内各所での相談会、出張相談の実施等）
　※しごと共創センター

広島県等と連携した事業継承個別相談会を拡充（市内
各所での相談会、出張相談の実施等）　
【産業振興課】

〈課題〉
・事業承継は日々の経営支援の過程で明確に課題とし
て現れるものではないため、被支援者の抽出が困難と
感じる。【大野町商工会】

・住宅政策課
・大学
・金融機関
・中国経済産業
局

産業支援機関
等を活用した事
業承継成立件
数【5件】

産業支援機関
等を活用した空
店舗等の再生
件数【10件】

【廿日市駅通り商店街等】
・廿日市駅周辺活性化協議会の定例会に出席し、商店街活性化の先
進事例や手法を共有し、今後の連携体制について確認した。
・信金中金が実施する地方創生の取組みに対する企業版ふるさと納
税型公募事業に応募し、1,000万円の寄付を受けた。
・国の専門家派遣事業を活用し、商店街活性化に関するワークショッ
プを開催した（全６回）
・リノベーションまちづくりに関する行政職員向けの学習会（北九州市）
に参加した。
・市の商店街向け補助金を改正した。
・商店街担当の地域支援員を公募した。
　※産業振興課

・廿日市駅通り商店街（けん玉商店街）はようやく役員が確定し、今後
に向けて活動できる体制が整った。※廿日市商工会議所

〈課題〉
・商店街の衰退（空き店舗の多さ）
・空き物件所有者の意識醸成
・プレーヤーの発掘
　※産業振興課

<今後の見通し〉
①企業版ふるさと納税の活用案検討
②ワークショップ等の開催
③地域支援員の採用
　※産業振興課

・けん玉商店街及び本通り商店街の活性化に向け、国
の専門家派遣事業に申請し、採択を受けた。9月から昨
年に引き続きワークショップを開催。昨年度のワーク
ショップで決定したコミュニケーションハブの具現化を図
る。【産業振興課】

〈今後の見通し〉
・ワークショップ参加者は、令和5年度から新たなメン
バーを加え、より具体的な取組を検討していく。【産業振
興課】

・住宅政策課
・大学
・金融機関
・中国経済産業
局

【津田商店街】
・津田商店街ココから２DAYSの開催準備
→Ｈ18年（2018）に設立された津田商店街を創る会の主催、廿日市
市・佐伯商工会が共催の賑わい創出イベント（開催2回目）
→１回目に続き市内外の事業者が商店街の空きスペースや既存店舗
の軒先等に出店、9/16-17で開催。（出店事業者数：Ｒ３：19、Ｒ４：32）
→津田の地元事業者と佐伯吉和地域の取組み及び市外事業者との
関係づくり、空き店舗活用に向けたプレーヤーの呼び込みがねらい
→市外からの創業者であるアップサイクルショップ”ナガスタ”を経営す
る（合）とこらぼの金澤氏がメインとなり事業に着手。ナガスタをキーと
して町外からの事業者も多く参加し、交流の場を作り出している。
・三次市川西自治連合会との交流を実施（3/29）→先進事例を学ん
だ。　※佐伯商工会

〈課題〉
・空き家バンク以外の空き店舗情報が入手できない。
（会員所有物件・スペースの情報は入手可能）。一元化
されるとよい。店舗は条件がマッチしないケースあり。
・佐伯吉和エリアでの飲食店の通年営業は難しい。
・各種活動に係る資金力不足が課題。自主財源の確保
（自力のみは厳しい）、地域内のイベント連携強化などの
検討余地あり。
 ※佐伯商工会

<今後の見通し〉
・自主財源の確保
　→商店街振興ふるさと寄付金の活用検討　
・創業者の掘り起こしと支援　※佐伯商工会

・空き家バンクを活用し、創業者や移転者の新店舗の
確保を行った。各1者【佐伯商工会】

・やる気のある若手経営者や後継者の支援
新商品開発や地域活性化に積極的な人材による先進
地視察（岐阜県郡上八幡・京都府）の実施【佐伯商工
会】

〈課題〉
廿日市市空家バンクを活用した際の補助金利用に際し
て、事業者と行政担当者との調整が滞っており、補助
金の交付が危ぶまれる状態が生じてしまった。
〈今後の見通し〉
担当窓口を明確にし、事業者（移住者）と行政担当者、
商工会が進捗状況の情報共有を密にし、安心して入居
が出来るようにする必要がある。【佐伯商工会】

・住宅政策課
・佐伯高校

【宮島・表参道商店街】
・がんばろう商店街事業
→大鳥居の大改修完了を記念して表参道商店街で1000円以上購入
者を対象に、地元で調達した杓子、餅をプレゼント（12/18、1600個）。　
※宮島町商工会

〈課題〉
・宮島島内の空き家への問い合わせは多いが、水面下
での動き、情報流通となっている。　※宮島町商工会

〈課題〉
・大野IC～ADOA大野（国道2号）に至るエリアの魅力が
高まっている。土地利用の制約があり商業・事業所等の
計画的な立地が難しい。　※大野町商工会

課題）コロナ禍における事業承継の対策強化を図ること

●戦術５）商店街等のリーダー育成と多様なプレーヤーの呼び
込み

・空き店舗等の活用
・持続可能なにぎわいづくりや地域課題を解決するビジネスの支援
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戦略２廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【循環させる】

【担当課：産業振興課／農林水産課】
【関係課：           】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略２　市内を縦断する食産業「フードバレーはつかいち」の創出

課題）食品製造業との連携のもと、多様な担い手の育成や生産性の向上を図ること
   食育の推進により地産地消や健康づくりへの理解が深まること 
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと
●戦術６）農業の多様な担い手の育成と経営力の強化

・認定農業者や新規就農者の育成
・集落法人や農作業受託組織の支援
・民間企業や半農半X など地域農業を支える多様な担い手の育成
・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進等によるスマート農業の
推進

・認定農業者や新規就農者への技術支援

・将来の地産地消の担い手を目的に農業指導員とJA職員による小学
生への水稲講習（佐方小、稲刈り）
・いちごを佐伯地域の小中学校４校の給食で提供（500食×2回）。学
校放送で生産者の取組を紹介。

・ICT水管理システムの検証（玖島地域、水稲）
・ICTを用いた温湿度土壌環境等のモニタリングの実証（玖島地域、ほ
うれん草）
・ICT実証実験事業で雑草抑制ロボット：アイガモロボの導入に向けた
調整・準備（吉和地域、水稲）、環境配慮型農業・資材高騰対策として
も有効

・認定新規就農者の育成、確保（農業次世代人材投資資金交付金事
業）
※農林水産課

〈課題〉
・農業の担い手や後継人材等の不足（将来的にＩＣＴを活
用することで働く場としての魅力向上）
・農地を探している福祉団体は多いが農業の指導者が
いないと実現するのは難しい
・農福連携は複数あるが、市内事業者同士のマッチング
が難しい
・ICTを活用したスマート農業は花きやイチゴを除きラン
ニングコストがネックであり、実装レベルまで至っていな
い
・農家の経営基盤や品目・産地の規模からDX、ICTへの
投資効果が少ない
・地元の小学校等において地産地消を進めたいが生産
量が十分ではない
※農林水産課

〈今後の見通し〉
・認定新規就農者を含む地域農業を支える多様な担い
手を確保する体制を整える。
・給食の地産地消を進める（テーマを決めて計画的に実
施する）。
・農福連携の推進
・地元メディア等を活用した地元農産物のＰＲ
・ＩＣＴを活用したスマート農業に向けた検討・実証実験
（玖島地域のホウレンソウ栽培施設を使用して温度のモ
ニタリング、イチゴ・花きなどの環境制御・遠隔管理、作
物の適地選定等への活用を想定）、JA部会としての取
組として継続する
・異業種交流会でのビジネスマッチング（課題解決）
※農林水産課

・認定農業者や新規就農者への技術支援【農林水産
課】

・将来の地産地消の担い手を目的に農業指導員とJA
職員による小学生への水稲講習（佐方小、田植え）【農
林水産課】

・ICT実証実験事業で雑草抑制ロボット：アイガモロボの
導入を実施（吉和地域、水稲）、環境配慮型農業・資材
高騰対策としても有効【農林水産課】

・認定新規就農者の育成、確保（農業次世代人材投資
資金交付金事業）【農林水産課】

・栽培講習、家庭菜園講習会、農業塾などを通じて農業
技術の指導、産直市場への出荷を働きかけている。
【JAひろしま】

・「よりん菜」では特売日等のほかコロナで自粛していた
集客イベントを再開し、集客を図っている。【JAひろし
ま】

・フードロス対策として社会福祉協議会と協定を結び、
子ども食堂へ食材の無償提供を行っている。【JAひろし
ま】

＜課題＞
・環境配慮型農業・資材高騰対策が求められいる【農林
水産課】

・JA産直市場「よりん菜」の前年同月比の売上は減少し
ている。出荷量不足のため午後には品薄となり来店客
数が減少する。地元のリピート客中心で観光客を取り
込めていない。
・新規就農者育成事業（軟弱野菜）は、研修希望者がな
く5年ほどストップしている。2年間の研修期間中は無給
などの条件面が折り合わない。
【JAひろしま】

＜今後の見通し＞
・認定新規就農者を含む地域農業を支える多様な担い
手を確保する体制を整える。
・資材高騰対策として、被覆（ビニール）資材等の購入
する経費の一部を支援する。
・地産地消及び環境配慮型農業の推進のため、市内の
農水産物を購入している市民の割合を増やす取組とし
て、食（有機農法等）の講座を開催する。
・農福連携の推進（認定農業者等への聞取り等）
・地元メディア等を活用した地元農産物のＰＲ
・ＩＣＴを活用したスマート農業に向けた検討・実証実験
を市関係課、関係機関（JA部会等）と連携して進める。
・異業種交流会でのビジネスマッチング（課題解決）
【農林水産課】

・売上目標3億円達成に向けて、出荷量不足を補うため
市場や全農、中四国管内の広域JAからの仕入れにも
取り組む。
・食関連イベントをヘルスメイト等と連携して企画中。
【JAひろしま】

・学校教育課
・福祉総務課
・デジタル改革
推進課
・ＪＡ佐伯中央
・社会福祉協議
会
・ＦＭはつかい
ち

ＪＡ産直市場の
売上高【2.2億
円】

認定農業者数
【42】

認定農業者の
内スマート農業
に取り組む者
【10】
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戦略２廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【循環させる】

【担当課：産業振興課／農林水産課】
【関係課：           】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略２　市内を縦断する食産業「フードバレーはつかいち」の創出

課題）食に係る商品やサービスの価値を高めること
   食育の推進により地産地消や健康づくりへの理解が深まること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと
●戦術７）水産業の６次産業化の推進と環境の保全

・瀬戸内海の景観を活かしたかき小屋等のロケーションビジネスの展開
・水産資源を活かした新商品の開発、ブランディングの促進
・かき筏等の処理対策等による環境保全の推進

・筏の処理（竹、フロート、プラスチック）について、漁協と課題の洗い
出し、及び解消に向けた調査内容の調整を実施。
・昨年度、地御前漁協で実施した牡蠣筏の処理を大野町漁協及び大
野漁協へ拡大。市と各漁協が連携した取組みを実施
・牡蠣殻を使った陶器の試作（㈱サンビー）のため、地御前漁協を紹介
した。　※農林水産課

・江田島海域で始まったスマートかき養殖IoTプラットフォーム事業（ひ
ろしまサンドボックス事業）の展開として、地御前エリアでのデータ収
集・蓄積が進行中。　※農林水産課

・各種認証取得
→大野あさり（前潟干潟研究会）は、100年続く漁場管理と漁協の垣根
を越えた持続的な生産体制の確立が評価され、海洋立国推進功労者
内閣総理大臣表彰を受賞　※農林水産課

・内水面漁業についてR2-4年度にかけて、生息調査を実施。
※農林水産課

・はつこいマーケットへの出店継続　※農林水産課

・広島県商工会連合会のテストマーケティング事業を活用した新商品
開発の事例あり。　※大野町商工会

・地域資源を活用した食品製造関連新商品開発（伴走型支援事業）。
６事業者（かき、もみじ饅頭、宮島ビール、焼がきのはやし、喫茶しま
等）が新商品を開発して「あじわう宮島」としてブランド化（デザイン、PR
ツール制作）、首都圏商談会（2/15-17グルメ＆ダイニングショー）に参
加。複数社の商談成立。　※宮島町商工会

・広島サーモンを佐伯地域小中学校の給食で提供、牡蠣事業者が廿
日市小で出前講座、あさりの現場体験学習を大野東小で実施　※農
林水産課、学校教育課

<課題〉
・牡蠣筏処理について抜本的な解決策が見いだせず取
組が長期化。運搬費、処理コストの削減が課題。
・現在江田島市に運んで実施している牡蠣殻の処分が
追い付いていない（悪臭などの苦情あり）。
・SDGsに資する取組への意識や取組（清掃活動、海底
耕運、魚の放流等）はあるが課題解決には至っていな
い。
・各種認証取得を取引等に反映できていない。
・牡蠣は既存販路が確立されているほか、事業者ごとに
方向性の違いが大きく、市としての取組方向を見出しに
くい。
・収集、蓄積した海域データを牡蠣養殖事業へどのよう
に結びつけるかが課題。　　※農林水産課
・イベント等での川魚の調理、提供における食品安全へ
の対応が課題　※佐伯商工会

〈今後の見通し〉
・牡蠣筏処理のコスト削減を検討予定。
・牡蠣事業廃棄物の処理(リサイクル、アップサイクル等）
・ＡＤＯＡ大野と連携した魚食推進企画を検討
・異業種交流会でのビジネスマッチングによる課題解決
※農林水産課

・「あじわう宮島」は事業者グループ主体の動きへ移行。
4～5月に新商品発売予定。8月にマツダスタジアムのPR
イベント出店予定。　※宮島町商工会

・廃筏の処理業者（炭化工業）及び漁協と協議し、廃筏
の受入れ条件や単価について整理した。また、処理業
者の一般廃棄物処理業の限定許可取得に向け、循環
型社会推進課及び県担当部局と協議した。【農林水産
課】

・漁業振興対策事業を活用し、大野町の賀撫津にある
牡蠣殻一時堆積場に散水ポンプを設置した。定期的な
散水により防臭効果が発揮され、市民等からの苦情が
解消された。【農林水産課】

・大野町漁協において、廃フロートの粉砕式減容機が
導入され、試験的な運用が開始された。【農林水産課】

・廃筏の活用について、業者から漁協に対し3件の問い
合わせがあり、大野町漁協と廃竹専用チッパーの開発
業者（TEGO）が連携し、チップ化試験が計画されてい
る。【農林水産課】

・県事業（水産業スマート化推進事業）として、地御前海
域でのICTブイ設置及びデータ収集・蓄積が進行中。ま
た、漁場環境データや生産データをプラットフォーム化
するシステムの運用を開始ししたほか、全国初となるか
き幼生検出アプリの開発・導入を検討している。　【農林
水産課】

・大野あさりの生産技術向上に取り組む前潟干潟研究
会が、海洋立国推進功労者内閣総理大臣表彰を受賞
し、5月11日に開催された園遊会に下戸成会長が出席
した。　【農林水産課】

・内水面漁業について、R2-4年度に実施した漁場環境
等調査の結果を受け、今年度は適地放流効果の検証
試験を実施している（木野川漁協へ委託）。　【農林水
産課】

・はつこいマーケットへの出店継続。【農林水産課】

・広島サーモン及びニジマスを市内小中学校の給食と
して利用。【農林水産課】

・「あじわう宮島」商品は、広島三越のポップアップイベ
ント「広島いいもの夏土産」で継続的に取り扱い中。マ
ツダスタジアム「わがまち魅力発信隊」に出展、PRを実
施。【宮島町商工会】

・やまざとﾏﾙｼｪにおける吉和産イワナの提供
提供元業者に素揚げして貰った状態で受取り、当日会
場で２度揚げをして来場者へ提供。【佐伯商工会】

〈課題〉
・牡蠣筏処理について抜本的な解決策が見いだせず取
組が長期化している。運搬費、処理コストの削減が課
題だが、漁業者の意識改革も必要。【農林水産課】

・江田島市に運ばれている牡蠣殻の処分が追い付いて
いないことから、牡蠣殻の活用方法について県が対策
を検討している。【農林水産課】

・SDGsに繋がる取り組み（清掃活動、海底耕運、種苗
放流等）があり、漁業者の関心はあるが課題解決には
至っていない。【農林水産課】

・牡蠣は既存販路が確立されているほか、事業者ごと
に方向性の違いが大きく、市としての取組方向を見出し
にくい。【農林水産課】

・収集、蓄積した海域データを牡蠣養殖事業へどのよう
に結びつけるかが課題。【農林水産課】

・商工会の提案等が必ずしも事業者の意向とマッチしな
い場合があり、どのように支援していくか検討を要す
る。【佐伯商工会】

〈今後の見通し〉
・昨年度に引き続き、12～2月頃にかけて、大野町漁協
の廃筏を処理業者に搬入し、処理する予定（事業者の
解体・搬入に係るスキームの確認、コスト把握）。　【農
林水産課】

・内水面漁業について、今年度12月末で木野川漁協が
解散し、漁業権は吉和川漁協に引き継がれることから、
適地放流効果検証に係る試験を次年度も継続する予
定。　【農林水産課】

・引き続き、広島サーモン等の学校給食への利用につ
いて推進する。また、魚食普及を図るため、水産資源を
活用した体験学習等の実施について検討する。　【農林
水産課】

・漁業協同組合
・ADOA大野
・ＦＭはつかい
ち

漁業生産額
【27億円】

漁獲物・収穫物
の出荷先として
「流通業者・加
工業者」や「直
接販売」を行っ
ている経営体の
割合【0.78】
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戦略２廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【循環させる】

【担当課：産業振興課／農林水産課】
【関係課：           】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略２　市内を縦断する食産業「フードバレーはつかいち」の創出

●戦術８）食の現場ツーリズムの立ち上げ

・食品工場や和菓子店、飲食店、かき養殖、果樹農園、農産加工場等
の食関連事業者の現場を訪ねる、学ぶ、
食べられるツーリズムの商品化、ブランディング

・もみじ饅頭の手焼き体験は、宮島伝統産業会館は団体客、やまだ屋
の新施設は小グループを対象としている。　
　※宮島町商工会

・「はつめし」「まんぷく倉ちゃん」によるＷＥＢ情報発信を継続
※廿日市商工会議所

〈課題〉
・現状では各事業者が個々に取り組んでいる状態
・「はつめし」は地域の飲食店紹介サイトとしては情報量
が最も多く、小規模飲食店の情報発信の重要な役割を
担っている。「まんぷく倉ちゃん」は再生数が伸び悩んで
いるため改善が必要。※廿日市商工会議所

〈今後の見通し〉
・「はつめし」「まんぷく倉ちゃん」は、次年度はインバウン
ド用に字幕入りも作成する。
※廿日市商工会議所

・兼業農家、シニア農業者などが交流・体験事業を手掛
ける可能性がある。　※農林水産課

・より、多くの方に視聴いただけるよう、「まんぷく倉ちゃ
ん」と広島ドラゴンフライズのコラボ動画を計画。【廿日
市商工会議所】

観光農園来客
者数【6.600人】

●戦術９）地元農産物と観光等をつなぐ地産地消の仕組み

・宮島及び宮島口、宮浜温泉等の観光事業者や市内飲食店等での消
費を促す地産地消の仕組みの検討、構築

・商品開発を支援する「フードバレーはつかいち研究会」で開発したハ
ツカマルシェ商品群の販売先を開拓した
　※しごと共創センター

・広島フードフェスティバルの廿日市ブースに地元事業者（４者）が出
店した（農業生産者と飲食店等の関係づくりをねらいに出店事業者を
調整）　※農林水産課

・環境に配慮した農業（有機農業）の消費者向け講習会を実施した（2
月・3月、あいプラザ、参加者20人）　　※農林水産課

・市内産のいちご、ほうれん草などをJA佐伯中央を通じて広島工業大
学の学食で使用している。　※農林水産課

・まちの駅ADOA大野において地場産品を優先的に取り扱っている。
（一部、市外商品あり）　※大野町商工会

・佐伯・吉和のいちご関連事業者３者（商工会青年部メンバー）が、G7
県民会議にて通年で楽しめるいちごをPR　※佐伯商工会

〈課題〉
・佐伯・吉和で採れた野菜を沿岸部（ＡＤＯＡ大野等）で
販売したいというニーズはあるが供給が難しい（生産量
や流通）
・大野あさりは、漁場が限られていることから事業拡大が
困難
・産直市での販売対策として、ハウス等を活用した生産
及び出荷調整、農業指導等が必要
・生産者（特に専業農家）と地元事業者を結びつけること
が必要　※農林水産課
・川魚、ジビエ等の調理、提供における食品安全への対
応が課題　※佐伯商工会

〈今後の見通し〉
・本市の支援が終了するハツカマルシェ事業は、当該事
業を受託していた事業者が、来年度から自主事業として
展開することとなった。
・フードバレーはつかいち研究会でのハツカマルシェ商
品群の開発で培った商品造成や販路開拓のノウハウや
ネットワークをはつかいち版ＤＭＯに継承する
　※しごと共創センター

・地産地消宣言店制度の導入（Ｒ５年３月or４月予定）
・広島工業大学との連携について、女子学生によるメ
ニュー開発企画への食材提供など、様々な取組を提案
したい　　※農林水産課

・引き続き、ADOA大野での大野あさりの販売は行って
いるが、生産は不安定な状況にある。【農林水産課】

・広島フードフェスティバルの廿日市ブースに地元事業
者（６者程度）が出店（農業生産者と飲食店等の関係づ
くりをねらいに出店事業者を調整）　【農林水産課】

・市内産のほうれん草などをJA産直を通じて、スポット
的に広島工業大学の学食で使用した。【農林水産課】

・佐伯産なすの規格外品を年間6t納入し、総菜加工し
てフレスタで販売中。商品点数も増えて定着しつつあ
る。【JAひろしま】

・「よりん菜」の配達を活用する店舗は「旬菜 蔵」、「グラ
ンドホテル有もと」などわずかだが、10店舗程度の飲食
店等が店舗で直接購入している。「よりん菜」でのホテ
ル、飲食店等の弁当販売は増えている。【JAひろしま】

・まちの駅ADOA大野において、引き続き地場産品を優
先的に取り扱っている。（一部、市外商品あり）【大野町
商工会】　

＜課題＞
・商工会等との連携により、徐々に生産者の加工品（六
次化）の商品化がなされてきたが、試作などに使える農
が取り組む補助制度があれば良いとの意見を聞く。（商
工会等の補助はあるが簡易に使える制度がない）【農
林水産課】

・地産地消宣言店については、制度の導入に向けて、
今年下半期を目途に制度を使ったPR等実施していきた
い。（登録店について、新規食材のお試し提供やFMで
取材するなどの取組を検討）【農林水産課】

・担当者が直接JA産直まで買い付けに行くなど、流通
を含めてのマッチングができていない。【農林水産課】

・JA主体の出荷だけでなく、ゆめタウン、コンビニ、ホテ
ル旅館、飲食店、民間産直市など、農家が独自の販路
開拓や直接取引をするケースが増えている。【JAひろし
ま】

・デリカウィングから地元産弁当の商品開発の移行があ
るが、農家としては価格や安定供給が折り合わない。
【JAひろしま】

・地場産品の種類、物量が少ない。こだわり過ぎると魅
力のない売り場になってしまう。【大野町商工会】

・ＪＡ佐伯中央 地元の食材を
提供するホテル
旅館及び飲食
店【10】

市内の農林水
産物を購入して
いる市民の割
合【37%】

課題）交流や体験、情報発信を通じて、はつかいちの食の魅力を知ってもらうこと
   食育の推進により地産地消や健康づくりへの理解が深まること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

課題）生産者と実需者の取引を盛んにすること
   食育の推進により地産地消や健康づくりへの理解が深まること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと
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戦略３廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【循環させる】

【担当課：農林水産課／産業振興課】
【関係課：           】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略３　森林の育成から木の消費までを結ぶ「木のたびネットワーク」の形成

・工芸品の販路開拓支援として合同展示会「大日本市」
（中川政七商店主催）への出展をめざして商品開発・ブ
ランド開発を実施。４社が参加中。【宮島町商工会】
・「宮島モノ語」商品は、広島三越のポップアップイベン
ト「広島いいもの夏土産」で継続的に取り扱い中。【宮島
町商工会】
・宮島彫り後継者育成事業は、令和5年度から新たに６
名が増え、９名で実施。宮島ろくろ後継者育成事業は、
昨年度と同じメンバーの4名で実施　【産業振興課】
・令和５年度の新規事業として、市内の乳幼児を対象
に、１０か月児面談時に、オールはつかいち産の（市産
材（ヒノキ）を原料とし、木工研究会で型を作成し、宮島
彫りで仕上げる）写真立てを製作し、８月から贈呈を開
始　【産業振興課】
・木材利用センター、はつかいち観光協会、広島西部木
材振興協同組合と連携し、「木のたびツアー」を開催。
吉和での林業体験からスタートし、道中は木振協の方
による木の説明を受け、玖島花咲く交流館で切った丸
太にレーザーで印字。木材利用センターに移動し、木
工工作教室で小さな家型のケースを制作。定員10組20
名に対し、35組の応募があったとともに、開催後のアン
ケート結果も好評であった。【産業振興課】
・宮島伝統産業会館と宮島歴史民俗資料館の機能を併
せもつ新ミュージアム基本計画を策定。歴史・伝統を学
び、体験できる施設として整備を進める。【産業振興課】

＜課題＞
・産業振興会、宮島細工組合はほとんどメンバーが重
なっている。各組織がメンバー減少や予算不足等の問
題を抱えている。【宮島町商工会】

＜今後の見通し＞
・宮島学園（5年生）と連携して伝統工芸の学習・体験等
を行い、産業まつりでの発表を計画中。【宮島町商工
会】

・今年度、宮島彫で3名、宮島ろくろで1名が新たに伝統
工芸士の試験を受検予定。
・「木のたびツアー」については次年度以降も開催の方
向で検討する。【産業振興課】

・宮島歴史民俗資料館と宮島伝統産業会館の機能を
持った新ミュージアムは令和９年度の完成を目途に、整
備を進めていく。【産業振興課】

・第10回けん玉ワールドカップを開催。17の国と地域か
ら過去最高の859人の選手が参加するとともに、第10回
を記念し、けん玉2種目についてギネス世界記録に挑
戦し、見事世界記録が誕生した。【はつかいち観光協
会】
・けん玉ワールドカップの開催に併せて、木工教室や木
製遊具で遊べる場の提供など、木とふれあうイベントも
開催した。【産業振興課】

●戦術11）産官連携による市産材活用の仕組みの構築、事業
化

・市産材活用を促進する制度設計、試行、事業化
・公共空間や建築、製品等での市産材の利用促進

・市産材流通調査を実施。市内の木材関連事業者（川下）の主要商
品、原材料調達先、市産材ニーズ等を把握。　※農林水産課

・市産材を活用した木製品の試作品を作製し、庁舎内で使用してい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・公共建築物等への市産材活用に係る仕組みづくりを行った。R3年度
以降の実績：吉和支所複合施設　　※農林水産課

・成人式の記念品として地元事業者による市産材を活用した木製品の
採用を担当課に提案した。
　※産業振興課

・環境政策委員会主催による企業視察を実施。先進的に取り組んでい
る市内の2社（ユダ木工、永本建設）を訪問し、経営者の考えや企業全
体の取り組みについて学んだ。　
・市の事業所用省エネルギー設備導入補助金についてコロナ実行委
員会で情報共有し、省エネに取り組んだ事例あり。　※廿日市商工会
議所

〈課題〉
・市内先進企業はカーボンニュートラル「30年でゼロ」を
掲げ、価格は高いが地元材で勝負しているが、市内産
木材の入手困難（流通がマッチしていない）。
※廿日市商工会議所

〈今後の見通し〉
・佐伯吉和地域の市有林（川上）の調査をR5-6年度に実
施。Jクレジットの活用も視野に入れて施業の難易度、植
林の必要性等を把握する。
・林業振興の方向性を検討し、R7年度中に（仮称）林業
振興ビジョンの策定を予定。　※農林水産課

・業者選定や業者とＪクレジットへの取組みにつながる
調査内容であるか検証を実施した。【農林水産課】

・林業振興ビジョン作成のための協議会設立のため、
構成団体との協議を実施している。【農林水産課】

＜今後の見通し＞
・今後は計画とおり契約を行い調査を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・想定している構成団体への協議を実施中であり、引続
き協議を実施する。【農林水産課】

・営繕課
・こども課
・生涯学習課

市産材支給を
受けて建設した
公共建築物等
の数【5施設】

地域産業資源
（木製品）につ
いて知っている
市民の割合
【50％】

課題）木のまち・はつかいちを牽引する、多様な事業者やグループを支援すること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

課題）木のまち・はつかいちとして、森林・林業の育成や市産材の活用、持続可能な森づくりに取り組むこと
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

●戦術10）木のまち・はつかいちを牽引する企業／挑戦するグ
ループ等の集中支援

・木材関連製造業、けん玉メーカー、伝統工芸品の担い手、木工デザイ
ングループ、アップサイクル事業者、
林業事業体等の育成、商品開発、販路開拓、情報発信、人材確保等の
支援

・はつかいち木工研究会を開催（６月・９月・２月）。新作展示会の開催
（５月・はつこいマーケット２F）及びイメージロゴデザインの検討を行っ
た。　　※しごと共創センター

・宮島細工後継者育成事業の復活（宮島彫り）
・吉本興業(株)のＢＳ番組において宮島彫りに関する放送を継続的に
実施している（芸人2名も実際に受講生として参加）
・けん玉ワールドカップにおいて、木材・木工関連事業者や団体と連携
して「木のまち はつかいち」をＰＲするイベント（AR体験、各種ワーク
ショップ等）を実施　
・広島西部木材振興協同組合、はつかいち観光協会と「木のたびネッ
トワークツアー」開催に向けた協議を行った。※産業振興課

・SNSで売り上げを伸ばしている事例（木工家具）あり。
　※廿日市商工会議所

・SNSを通じて海外バイヤーから大ロットの注文が入っている事例（木
製調理器具）あり。　大野町商工会

・令和元年度事業「宮島モノ語」（モノづくりの作り手によるブランド）に
て木製品加工事業者２事業者の販路開拓支援を継続中。
・宮島特産品振興大会（11/6～）に向けて、商工会公式インスタグラム
「宮島スマイル」で木工事業者４社を紹介。　※宮島町商工会

・会報誌にてSDGｓシリーズを開始し、地元企業の取り組みを定期的に
紹介している。職員全員がSDGｓ研修を受講。
・環境政策委員会では、地元先進事業者の視察、市環境政策につい
ての研修を実施。環境問題の意識は着実に高まっている。
・大手企業との取引条件となるため中小規模の事業所での取組が進
んでいる。企業イメージ向上にもつながるため就労環境、人材獲得へ
の効果も見込める。
　　※廿日市商工会議所

<課題>
・宮島細工後継者育成事業の生徒数の増加（現在１人）
→他自治体の事例調査をしながら受講生募集の公募を
かける。→市HP、ラジオ、市広報で公募をかけたところ、
4名の増員につながった（3月時点）
・伝統工芸品の販売力向上（商品開発、ブランディング、
販路開拓等）
・廿日市市木材利用センターにおけるけん玉製造技術
の継承　※産業振興課

・「宮島モノ語」商品を常設で販売できる施設がない。
・宮島特産品振興大会（50回を迎える）の出品作品が30
程度に減少。※宮島町商工会

〈今後の見通し〉
・はつかいち木工研究会のロゴデザインを継続検討。
2023年度の新作展示会は（サミットの関係もあり）11月に
開催予定　※しごと共創センター

・はつかいち木工研究会×サンビー㈱（旧玖島小に事業
拠点開設）との連携検討　※産業振興課

・宮島彫り後継者育成事業の受講生を募集し、新たに６
名が応募し、令和５年度の受講生は９名の見込み　※産
業振興課

・令和５年度の新規事業として、市内の乳幼児を対象
に、１０か月児面談時に、オールはつかいち産の（市産
材（ヒノキ）を原料とし、木工研究会で型を作成し、宮島
彫りで仕上げる）写真立てを製作し贈呈　※産業振興課

・宮島学園（5年生）と連携して伝統工芸の学習・体験等
を行い、産業まつりでの発表を計画中　※宮島町商工会

・次年度は市環境政策との連携を強化しながら、産業界
での情報共有、支援制度活用、機運醸成に努める。※
廿日市商工会議所

・木材利用セン
ター
・はつかいち観
光協会
・大学（広島工
業大学、広島市
立大学）
・ひろしま産業
振興機構、広島
市産業振興セ
ンター

木材関連産業
の製造品出荷
額【450億円】

地域産業資源
（木製品）につ
いて知っている
市民の割合
【50％】
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【担当課：観光課／宮島水族館／産業振興課】
【関係課：         】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し 2023年度［上半期］の

具体的な取組み内容
2023年度［上半期］の

課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略４　観光まちづくりのマーケティング／マネジメント機能の強化

・表参道商店会の有志が集まり宮島ごみキャラバンとしてごみ拾い
を行っている。（3者程度、環境省補助事業活用）
　※宮島まちづくり企画室

・市、観光協会、商工会などでまちづくりルールを明文化した「心
得」を作成。（今年度は事業者向け）　※宮島町商工会

・宮島町商工会青年部が、SDGｓツーリズムの取組視察（金沢SDG
ｓツーリズム）を実施。　※宮島町商工会

・「みやじまHACCP」として宮島の3組合65社（旅館20、飲料30、菓
子15）が、HACCPに基づく食品の衛生管理や食の安全安心を一体
的にPRしている。　※宮島町商工会

〈課題〉
・観光客からの理解を得ることができるようにマナーの適
切な情報発信の検討が必要。
・表参道商店会の中での清掃活動参加者が一部に限ら
れている。　　※観光課
・コロナ禍の観光客激減で沈静化したごみ問題が一気に
再燃。ゴミ箱から鹿を遠ざける対策も必要。DXで解決で
きるとよい。　※宮島町商工会
〈今後の見通し〉
・市、観光協会、商工会などで観光客向けの「心得」を作
成予定。　※観光課
・自主的に地域課題に取り組む島民や事業者などの活
動を促進するため、持続可能な宮島地域のまちづくりに
チャレンジする団体に対し補助金を交付（ごみ拾いの活
動も交付対象）　※宮島まちづくり企画室
・宮島町商工会青年部を中心にSDGs取組店マップを作
成。SDGｓ関連の取材・記事掲載やSDGs修学旅行への
対応を目指す。　※宮島町商工会

・ごみの実態把握を目的とした実証実験を実施。ごみの
量や種類、ごみ箱設置の効果などを検証。【廿日市市
（生活環境課・宮島企画調整課・宮島支所）、宮島町商
工会】

・G7サミット前には事業者による清掃活動等が実施され
た。NPO宮島ネットワーク、宮島弥山をママる会のほか
広島市内企業などが海岸や弥山の清掃活動を実施し
ている。【宮島町商工会】

・SDGsに取組む店舗を掲載したマップが完成。ＰＲ活動
等に活用していく予定。【宮島町商工会】

＜課題＞
・実証実験結果を事業者と共有し、対応策を模索してい
くなかで費用負担が課題となる。【宮島町商工会】

・宮島まちづくり
企画室
・宮島支所
・宮島口みなと
まちづくり推進
課

情報のわかり
やすさ、入手の
しやすさに満足
している人の割
合【70%】

・宮島エコツーリズム推進協議会として、先進地への視察やエコ
ツーリズムとしてのコンテンツ造成に向けた取組に着手。R５年度
のコンテンツ販売に向け取り組んでいる。※観光課

〈課題〉
・様々なコンテンツを検討していく中で、ガイド・インター
プリター的役割を担うプレーヤー探しが課題。
※観光課

〈今後の見通し〉
・引き続きコンテンツ造成に向けて取り組む※観光課
・海浜清掃、漂着ごみの検証などの取組を実施予定。
　※宮島観光協会

・宮島エコツーリズム推進協議会において、昨年度取組
状況・成果の共有を実施した。【観光課】
・清掃活動イベント「きらっと 宮島プロジェクト」を実施し
た。（7/16　71人参加）【宮島観光協会】

〈課題〉
・新たなコンテンツ造成を産み出すマンパワーの確保や
ノウハウが必要である。【観光課】

〈今後の見通し〉
・まずは、昨年度検討したコンテンツや、既存コンテンツ
の磨き上げを実施する。【観光課】

・清掃活動イベント第２回目を11/12(日)に実施予定。
【宮島観光協会】

・探求学習型の教育旅行に向けたコンテンツ造成に着手。R５年度
のコンテンツ造成に向け取り組んでいる。※観光課

〈課題〉
・様々なコンテンツを検討していく中で、ガイド・インター
プリター的役割を担うプレーヤー探しが課題。※観光課
・修学旅行でもSDGｓの視点が求められている。
※宮島町商工会

〈今後の見通し〉
・引き続きコンテンツ造成に向けて取り組む　※観光課
・宮島町商工会青年部を中心にSDGs取組店マップを作
成。SDGｓ関連の取材・記事掲載やSDGs修学旅行への
対応を目指す。　※宮島町商工会

・SDGsに取組む店舗を掲載したマップが完成。ＰＲ活動
等に活用していく予定。【宮島町商工会】

・教育コンサルタントの伊原氏の助言等を得ながら、今
後の取組の検討や神戸市営業等を実施した。また、廿
遊会や森の遊び場協議会等との情報共有、意見交換
等を行った。【観光課】

〈課題〉
・新たなコンテンツ造成を産み出すマンパワーの確保や
ノウハウが必要である。【観光課】

〈今後の見通し〉
・既存コンテンツを整理しつつ、SDGｓに前面に出した
（特化した）造成、ブランディングを実施する。【観光課】

・清掃活動イベント第２回目を12/14に実施予定。【宮島
観光協会】

●戦術13）ストレスフリーな観光地づくり

・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進による新しい観光事業
や移動手段の検討、展開

・宮島島内の主要な観光スポット16箇所について、ホログラムガイ
ドが厳島図会に描かれた江戸時代の様子や宮島の町並み（町家
内部の３Ｄコンテンツ等）を案内するＡＲアプリを制作（令和５年４月
配信開始予定）　※観光課

・宮島口、神社前、商店街の混雑状況（ライブカメラ映像）を宮島観
光協会のHP,公式LINEアカウント等で発信中。　※宮島観光協会

・宮島口旅客ターミナル「はつこいマーケット」内にAIカメラを設置
し、来店客数・属性・リピーター等のデータを収集。店内客層に応じ
たBGM選曲などを実施。
・QRタグを活用した多言語表記、チラシ情報表示を実施。　※はつ
かいち観光協会

〈課題〉
・観光関連のデータ収集方法とその利活用について検
討を進める必要がある。※観光課

・実証実験で携帯端末、タッチペンシステム等の利用者
は少ない。　※宮島観光協会
・SNSでの情報発信に取り組んでいるが、ツアー募集で
は「広報はつかいち」掲載など、紙媒体の効果が非常に
高い。　※はつかいち観光協会

〈今後の見通し〉
・観光統計分析について、プラットフォーム化、DX化を検
討し、省力化を図りながらマーケティング、マネジメントへ
の活用を図る。　※観光課

・広島県観光連盟の観光DX補助金の活用に向けて、
キャッシュレス化推進セミナー（講師：カシオ）を実施。
参加者10社程度のうち4社程度の導入意向あり。【宮島
町商工会】
・宮島観光協会×NTT×中江町が連携して、データ分
析を活用したプロジェクトに取り組んでいる。【宮島町商
工会】

・宮島ARアプリガイドを4/28にリリースした。【観光課】
・観光DMP構築等業務の公募型プロポーザルを実施
し、委託事業者を決定。（9/11契約締結）【観光課】
・混雑情報及びトイレの満空情報をMAP表示化、WEB
上で公開できるよう調整（観光庁補助事業申請中）【宮
島観光協会・市】
・携帯端末、タッチペンシステム等の運用廃止（7/31）
【宮島観光協会】
・ＨＰの見直し（スマホ対応等）を検討中【はつかいち観
光協会】
・はつこいマーケット内のＡＩＲカメラによる収集データの
活用策を検討中【はつかいち観光協会】

＜課題＞
・想定する導入システムには光ファイバーが必須。店舗
へ引き込むために必要な環境省への申請・承認に期間
を要することから、当該補助金期間内の事業完了が困
難となる可能性がある。【宮島町商工会】
〈課題〉
・宮島ＡＲアプリのダウンロード数・ＰＶ数が伸びない。
【観光課】

〈今後の見通し〉
・観光データの収集、分析、活用など、観光DMP構築、
観光施策のＰＤＣＡサイクルの確立を目指し、段階的な
取組を実施する。【観光課】

・観光庁補助事業の採択後、事業実施　【宮島観光協
会・市】

宮島まちづくり
企画室、都市計
画課（歴史まち
なみ推進係）

情報のわかり
やすさ、入手の
しやすさに満足
している人の割
合【70%】

課題）マーケティング／マネジメント機能を備えた観光地づくり＝観光地経営を実現すること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

課題）デジタル技術の導入等により、観光関連産業の生産性を向上させること ／ マーケティング／マネジメント機能を備えた観光地づくり＝観光経営を実現すること
稼ぐ力を備えた観光関連産業への成長を促進させること ／ 環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

●戦術12）レスポンシブルツーリズム（※）の推進
　　　　（※）旅行者も含む責任ある観光

・宮島でのテイクアウトの拡大や食べ歩きの定着にともなうゴミ問題等
への対応
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戦略４廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【呼び込む】

【担当課：観光課／宮島水族館／産業振興課】
【関係課：         】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し 2023年度［上半期］の

具体的な取組み内容
2023年度［上半期］の

課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略４　観光まちづくりのマーケティング／マネジメント機能の強化

【ワーケーション】
・令和３年度取組宿泊事業者支援みやじまワーケーション（6事業
者参加、Ｗｅｂサイト・冊子作製、旅行会社との商談会実施）の普
及。　
・吉和地域からのワーケーション視察受け入れ
※宮島町商工会
・吉和地域での取組を念頭に、みやじまワーケーション施設を視
察。
・民間企業が実施したスターリンク（スペースX社）の実証実験に参
加。　※佐伯商工会
・令和２年度取組体験事業者支援Remiyajimaの普及（ワーケーショ
ン事業との組合せ）　　※宮島町商工会

〈課題〉
・ワーケーション利用は伸びていないため一般客にとっ
ての環境整備という側面がある。※宮島町商工会
・ワーケーションを受け入れる環境、観光地としてのネッ
トワーク環境が弱い（Wi-Fiが遅い）。
・事業者の意識において、宮島の取組とのレベル差あ
り。　※佐伯商工会
・スターリンク（スペースX社）性能は高く高速ネット化が
見込めることが分かったが、地域を挙げて導入するには
費用負担が大きい。→個社の導入は可能でも、地域全
体として取組むには具体的な提案が弱い。　※佐伯商工
会

＜今後の見通し＞
・ワーケーション自体の動きが一時期より落ち着いた。
宿泊者のニーズが多様化するなか、宿泊施設における
環境整備が進んだことが大きい。【宮島町商工会】

・各支所
・中山間地域振
興室

【宮島】
・2校（321名）に対し、「瀬戸内のくじら」をテーマにSDGｓプログラム
を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・生徒達には、教育ファシリテーターを活用し、飼育員の講演から
発見した「課題」を解決するためにどう行動を起こせば良いか「My
アクション」を考えてもらった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・学んだことを現地（水族館）で確認することで修学旅行生の誘致
につなげた。　　※宮島水族館　

〈課題〉
・誘致を進めている教育旅行向けのコンテンツが不足し
ている。　※観光課
・宿泊増や付加価値向上により、消費額の増額が課題。
ホテル発のナイトツーリズムなども始まっているが、行
事・イベント、商店街、フェリー運航などの一体的な取組
が必要。　※宮島町商工会
・宮島島内での滞在時間が短い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・最低限SDGｓについての学習をしていることが前提　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・遅くても1年前に修学旅行先は決定されるので、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受けるケースが多くあり、
直前での変更や業者決定後の問合せが目立つ。　　
・コロナによる営業不足　　　※宮島水族館
〈今後の見通し〉
・JTB社内の学校営業担当に向けた商品情報発信を配
信する。
・公式宮島水族館ホームページから専用サイトへのリン
ク設定
・教育系展示会への出展　　※宮島水族館

・宮浜アドベンチャーズ協議会によるマリンスポーツコン
テンツ造成等の取組支援【観光課】

・ＳＤＧｓプログラムについて、メール及び郵送で旅行会
社各支店（159件）へ情報発信を行った。
・公式ホームページから専用サイトへのリンク設定が完
了した。【宮島水族館】

<課題>
・ＳＤＧｓプログラムに関する問い合わせ件数に対して、
実際の申込件数が少ない。【宮島水族館】

〈今後の見通し〉
・過去の問い合わせや実施団体の声をもとに、営業先
や営業方法を見直す。【宮島水族館】

【中山間地域】
・「はつかいち森のあそび場協議会」でわがまち魅力発信隊に出展
しマツダスタジアムで情報発信を実施。
・市内小中学校の利用を促進するため、総合教育会議や校長会に
おいて、協議会の取組を紹介した。
※観光課

・はつかいち森のあそび場協議会の活動
　→教育旅行プログラムの作成に着手。市観光課や中小機構基盤
整備機　構の支援を受けて、参画企業が儲かる仕組みづくりを立
案中。
　→SDGsを取り入れたプログラムを作成中。
　→１０月に広大付属小学校の教育旅行モニターツアーの受入れ
　→旅行会社とのファムトリップの実施。連携する旅行会社を決め
て、教育旅行プログラムの詳細を模索中。
　→統括的な問合せ窓口としての事務局の設置を検討。
　※佐伯商工会

〈課題〉
・誘致を進めている教育旅行向けのコンテンツが不足し
ている。　※観光課
・はつかいち森のあそび場協議会
→今後の参画事業者の募り方、他協議会等との連携、
地元での認知度不足※佐伯商工会
→協議や連携は深まっているが、まだ受入実績が無い。
協議会として受け入れた実績が欲しい。
→総合窓口（コンシェルジュ）的な事務局が必要。※佐
伯商工会
〈今後の見通し〉
・教育旅行の専門家からの伴走支援を活用してコンテン
ツを造成し売り込んでいく。　※観光課
・はつかいち森のあそび場協議会は、12月に旅行代理
店教育旅行担当者のファムトリップを実施予定
・他県だけでなく地元の学校に対してもアプローチを掛け
ていく。
・調整しつつ会員増強を図り、魅力あるプログラムを作成
する。　※佐伯商工会

はつもりの活動
・市内の校長会等教育関係者に対して、はつもり事業
の説明を行った。
・学校だけでなく少年スポーツ団体等の受け入れなど、
着実に受入実績を増やしている。
・新規加入も増えて、活動範囲も広がった。
【佐伯商工会】
・市、観光協会、商工会により、宮島観光客向けのマ
ナー啓発のための「心得」の作成協議、調整を実施し
た。【観光課】

・宮島のごみ問題（マナー啓発、ゴミ箱設置等）への対
応協議、ゴミ分別状況調査（8/27厳島神社入口等）を実
施した。【観光課】
・「はつかいち森のあそび場協議会」による事業検討・
実施【観光課】

はつもり
・先生に対するファムトップの実施をするなど、先生へ
の意識醸成を図る必要がある。
・事務局の整備
【佐伯商工会】
〈課題〉
・より分かり易い観光客へのマナー啓発・周知方法等　
【観光課】
〈今後の見通し〉
・年度内に観光客向け「心得」を作成する。【観光課】

・ゴミ分別調査結果を踏まえ、段階的な取組を実施する
とともに、次年度取組・事業化等を検討する。【観光課】
〈今後の見通し〉
・「はつかいち森のあそび場協議会」の今後の組織運営
体制検討　【観光課】

・佐伯支所
・中山間地域振
興室
・はつかいち観
光協会、中小機
構、佐伯商工会　
※佐伯

●戦術15）インバウンド観光の復活・市内回遊促進

・国内在住外国人の誘客推進、インバウンド受入環境整備の充実、イ
ンバウンド対応人材の育成、市内回遊促進施策の展開

・観光庁による、上質な宿泊施設の誘致に意欲的な自治体等と宿
泊施設運営会社やディベロッパー等をマッチングするモデル事業
「上質な宿泊施設の開発促進事業」に宮島包ヶ浦地区が採択され
（令和４年２月）、宿泊施設を誘致する準備を進めている。　※観光
課
・2023年5月のＧ７広島サミットや2025年の大阪万博等に向けて、
インバウンド向けのプロモーション（動画制作や観光友好都市を活
用したPR事業）やインバウンドを受け入れる事業者の支援等に着
手している。　※観光課
・旅館組合（12者）、観光協会、商工会の連携で観光庁・地域一体
となった観光地の再生・観光サービスの高付加価値化事業を活
用。重伝建と調整しながら外観・内装の整備を実施（21者・22事
業、R5.2月完了）。※宮島町商工会

〈課題〉
・業務の推進にあたっては、地域との丁寧な対話による
理解が必要である。※観光課
〈今後の見通し〉
・廿日市商工会議所と連携し、講演会・相談会などを組
み合わせてインバウンド向けタブロイド紙「HERE」を制作
し、G7広島サミットの機会を中心にPR事業を展開予定。
・モン・サン＝ミシェルとの観光友好都市提携15周年の
前年としてフランスでのプロモーションを実施。
※廿日市商工会議所、観光課
・令和5年度の高付加価値化事業について、宮島及び宮
浜温泉のエリア（宮島10事業者、宮浜３事業者）での申
請を検討中。　※大野町商工会、宮島町商工会

・令和５年度の高付加価値化事業には、全体で45事業
者程度が参画中。【宮島町商工会】
・令和５年度の高付加価値化事業　旧大野地域より６者
が交付決定を受け補助事業遂行中。【大野町商工会】
・G7広島サミット前後の誘客促進の取組　【観光課】
　「千年先もいつくしむ。」プロジェクト始動（4/28）、サ
ミット展開催(4/24～5/28。6,376人参加）、回想展
（9/22～11/5）
・インバウンド受入環境整備の充実　
　　セミナー開催（2回・59人参加）「HERE.」（タブロイド
紙）発行【廿日市商工会議所、観光課】
・春先からインバウンドの方から需要の高かったことな
どから「外貨両替」に応えるため、おもてなし案内所を
1Fに外貨両替機を設置(8/24～)　【宮島観光協会】

＜課題＞
・宮島と佐伯・吉和地域との連携には交通手段が問題
となる。【宮島町商工会】
〈課題〉
・増大する、また、多国籍のインバウンド観光客への対
応（マナー周知、おもてなし環境整備等）【観光課】

〈今後の見通し〉
・ヴィーガン対応飲食事業者支援（宮島口地区）の実施　
【廿日市商工会議所、観光課】

・観光庁
・中国経済産業
局
・中国運輸局

観光消費額
【310億円】
宿泊観光客数
【70万人】
観光客一人当
たり消費額
【4,000円】

課題）近隣商圏からの誘客を図るマイクロツーリズムの普及・定着を図ること ／ 稼ぐ力を備えた観光関連産業への成長を促進させること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

課題）ポストコロナ期に向けたインバウンド観光の復活を図ること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

●戦術14）マイクロツーリズムの普及・定着／「適疎」コンテンツの充
実

・近隣圏域からの誘客と地域ファンの獲得推進
・地域資源等の魅力再発見　・地域のネットワークづくり
・密を避けることができる、中山間地域や離島ならではの「適疎」コンテ
ンツの充実（自然体験、アクティビティ、エコツーリズム、ワーケーショ
ン、リモートワーク等）

観光消費額
【310億円】

宿泊観光客数
【70万人】

観光客一人当
たり消費額
【4,000円】
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戦略４廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　　【呼び込む】

【担当課：観光課／宮島水族館／産業振興課】
【関係課：         】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し 2023年度［上半期］の

具体的な取組み内容
2023年度［上半期］の

課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略４　観光まちづくりのマーケティング／マネジメント機能の強化

・各地域商工会や商店会等が連携した事業が少しずつ醸成されは
じめており、宮島口旅客ターミナルや佐伯総合スポーツ公園等で
の市内事業者を中心としたテストマーケティングイベントによる販
売機会の創出を図っている。
　R4年度上半期の実績は12件：宮島口旅客ターミナル、佐伯総合
スポーツ公園、浅原交流会館、玖島花咲く館、ＡＤＯＡ大野等で開
催している。　　※観光課

〈課題〉

〈今後の見通し〉
・産業支援機関等と連携して、テストマーケティングや販
売、発信の場として、はつこいマーケットやADOA大野を
はじめとする集客性の高い施設活用を推進。　※観光課

・佐伯総合スポーツ公園において、マルシェ（3回）や
キッチンカー（23回）、また、スタンプラリー（2回）を実施
した。【観光課、中山間地域振興室】

各支所
宮島口みなとま
ちづくり推進課
地域振興課
中山間地域振
興室

宮島口地区開
催イベント参加
人数【2.5万人】

関連する拠点・
施設を活かした
ビジネス創出件
数【10】

【宮島口】
・宮島口旅客ターミナルで「はつこいマルシェ」（毎月第1日曜日、市
内17店、買上客数350～400人）、市役所市民プラザで「廿日の市」
（毎月20日、市外含む20～30店、買上客数300～450人）を開催。
・「はつこいマーケット」は地元産が6割、買上客数は来島者の4％
程度。（コロナ禍での休業期間などがあり通年稼働やインバウンド
対応は未経験）
　※はつかいち観光協会
・宮島口は商店会主導の動き。県・市の事業（～R4年度）を導入し
て取り組んでいる。　　※大野町商工会

〈課題〉
・はつこいマーケットで「宮島モノ語」商品の常設販売を
相談したが実現せず。（大手百貨店催事等で販売実績
のある商品）　※宮島町商工会
・はつこいマーケットの取扱商品は随時売り込みがあり、
陳列スペースが限られる面がある。　※はつかいち観光
協会
・宮島口は、国・県事業終了後の取組方策が課題となる
のでは。通過型の宮島口でビジネスチャンスを創る戦略
が重要。　※大野町商工会

・「廿日の市」の実績　買上客数（300～450人）　【はつ
かいち観光協会】

・はつこいマーケットの実績　買上構成比（来島者の
4％）【はつかいち観光協会】

・はつこいマルシェの実績　　（買上客数（350～400人）
【はつかいち観光協会】

〈課題〉
廿日の市の客は、年配の方が多いので告知方法が難
しい。
はつこいマーケットで外国人が多くなると、外国人向け
の商品開発が必要になる。
はつこいマルシェでは、観光客に注意を引く企画が必
要。【はつかいち観光協会】

〔まちの駅ADOA大野〕
・「まちの駅ADOA大野」正式オープン（R4.4.15）
〔地域産品常設販売〕→101者が出展登録、うち89者が市内事業
者（9/13現在）
〔鮮魚・惣菜コーナー〕→2者が運営、いずれも市内事業者、鮮魚は
全て国産物かつほとんどが瀬戸内産、惣菜は地御前産牡蠣を主
軸とした商品構成
〔フードコート〕→3者が運営、いずれも市内事業者かつ創業者
〔イベント等〕→夏のビアテラス企画、フリーマーケット、のみの市、
ダンスや音楽のイベント、ワークショップ等を実施したほか「大野み
んなのまつり」、「ときめきフェスティバル」を開催、※イベント企画
は大野町商工会主導へシフト（当初は法人主体を想定）   ※大野
町商工会

〈課題〉
・まちの駅ADOA大野は、地元客の日常使いが主体のた
めマンネリ化の打開策が必要。イベント時は家族連れ等
の来客で大野支所Pを含めても駐車場が不足
・物販は委託販売方式で出展者が各自配送、売上デー
タは毎日提供しているが出荷調整する出展者が少なく弁
当等の廃棄ロスあり。フードコートは地元産へのこだわり
など、特色を出すことが課題。目的地として認知される
拠点となっているが、商業施設としての仕掛けが課題
　※大野町商工会
〈今後の見通し〉
・ADOA大野では、フードコートでの音楽ライブ、お化け
屋敷等、集客力が高く飲食・物販の利用増加効果が得ら
れたエンターテインメント系のイベントへの会場貸出し等
の充実を図る。　※大野町商工会

・ADOA１周年記念イベント、お化け屋敷、子ども縁日、
ときめきフェスティバル等のイベントを実施。【大野町商
工会】

〈課題〉
・フードコートも含めたADOA全体としての魅力づくりが
できていない。連携が取れていない。【大野町商工会】

【宮浜温泉】
・今後の宮浜温泉街のあり方・方向性を定め、県内唯一ともいえる
温泉街として、より活性化を目指すための、今後１５年間の宮浜温
泉街としての戦略をまとめた基本構想の策定する。
※観光課

〈課題〉

〈今後の見通し〉

・「宮浜温泉街活性化基本構想」を踏まえ、温泉組合等
と温泉街の活性化に向けた取組の検討等を実施【観光
課】

〈課題〉
・温泉街周辺の新たな賑わい創出スペースの確保等
【観光課】

【中山間地域】
・津田ココから塾の開催～津田商店街ココから2days（2年目）～
 →津田商店街を創る会や集客拠点等と連携した新たなにぎわい
づくり、交流を活かした稼ぐ仕組みづくり
・よしわココから塾の開催～よしわココマルシェ（R４上半期：2回
目、3回目）　
・佐北駅伝において、津田商店街ふれあいマルシェを開催（12/11）
 →佐伯高校生を含めて10事業者が出展し、駅伝の応援と商店街
の魅力発信を行った。
・吉和地域の観光施設や地域資源等を活かした地元事業者及び
域外事業者によるマルシェの開催
　→若い事業主、キッチンカー事業者が主体的な動き
・吉和地域を盛り上げるため、地元事業所有志による”農援隊”の
立ち上げ。歌子市と銘打った産直市の開所など地域活性化を実
施。※佐伯商工会

〈課題〉
・佐伯・吉和での活動の構成メンバーはほぼ一緒であり
ながら、組織が多い。会議が多く事業者の負担増。
・外部から見て行政内の連携、情報共有が弱い時が有
る。　　
・もみのき森林公園、魅惑の里など大型施設の指定管
理者変更に伴う影響
・玖島花咲く館（旧玖島小）のカフェ、産直市の魅力向上　
※佐伯商工会
〈今後の見通し〉
・よしわココマルシェの継続開催
・年間を通じて試験的に開催、次年度以降の運営手法に
反映
・商工会青年部がスポーツとマルシェを組み合わせた観
光閑散期のにぎわい創出を計画中（県補助事業の活
用）　※佐伯商工会

・吉和地域を盛り上げるため、地元事業所有志による”
農援隊”が活発に活動している。
・吉和地域の指定管理業者の変更に向けた支援。
・花咲く館は、製造施設として利用が増加。【佐伯商工
会】

〈課題〉
・花咲く館は、設備が不足している。加工設備の充実が
望ましい。【佐伯商工会】
〈今後の見通し〉
・商工会青年部がスポーツとマルシェを組み合わせた
観光閑散期のにぎわい創出を計画中（県補助事業の活
用）【佐伯商工会】

・プロスポーツ
団体（はつかい
ちサンブレイ
ズ、広島ドラゴ
ンフライズ）

課題）宮島口の拠点性を活かし、市内観光の周遊化や滞在性の強化を図ること　／　稼ぐ力を備えた観光関連産業への成長を促進させること
　　　生産者と実需者の取引を盛んにすること　／　環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

●戦術16）「新たなにぎわい✕地元事業者」による稼ぐ仕組み

・観光交流拠点など集客施設を活かし、市民や近隣住民、観光客の人
の流れをとらえたビジネスの創出
・宮島及び宮島口、宮浜温泉等の観光事業者や市内飲食店等での消
費を促す地産地消の仕組みの検討、構築
・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進による新しい観光事業
や移動手段の検討、展開
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【担当課：産業振興課／観光課／農林水産課】
【関係課：               】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略５　企業の生産性の向上や新事業の創出支援

●戦術17）大学の知財や金融機関ネットワーク、デジタル技術を
つなぐ場づくり

・経営課題の解決や新ビジネスの創出等を促進する産学金官連携の場
づくり
・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進支援
・ＩＴ人材や技術者等の知財を活用するハッカソン等の開催　　　

・市役所本庁舎７階（食堂跡地）に入居した企業と、定期的にＤＸ分野
における産学官連携について協議を行っている。
　※産業振興課

・先端設備導入計画の認定件数（１５件）
　※産業振興課

・コロナ対策実行委員会で山陽女子短大と連携した地域紹介を実施。
学生目線での飲食店、観光スポットの紹介記事を「はつめし」に掲載し
た。　※廿日市商工会議所

〈課題〉
・具体的にどのようにＤＸ企業と連携しＤＸ（行政効率化、
市民サービス向上、事業者支援）を推進していくのか
※産業振興課

〈今後の見通し〉
・宮島工業高校より新たに購入した工作機械を使用し、
地元事業者から要望のある事柄に生徒が取り組み、市
内企業紹介・地元就職につなげたいとの打診あったの
で、工業系の企業とのマッチングを試みる。
　※廿日市商工会議所

・県事業（水産業スマート化推進事業）として、地御前海
域でのICTブイ設置及びデータ収集・蓄積が進行中。ま
た、漁場環境データや生産データをプラットフォーム化
するシステムの運用を開始ししたほか、全国初となるか
き幼生検出アプリの開発・導入を検討している。【農林
水産課】

・ICTKOBOMIYAZIMAと広島西部木材振興協同組合と
連携し、木材関連産業におけるデジタル技術の活用に
ついて協議を行っている。【産業振興課】

＜課題＞
・収集、蓄積した海域データを牡蠣養殖事業へどのよう
に結びつけるかが課題。【農林水産課】
・課題の定義を行い、具体的な取組につなげる

・経営政策課
・広島県（ＤＸ推
進チーム）
・中小機構
・ひろしま産業
振興機構

産業支援機関
を活用した産学
連携の件数【3】

●戦術18）ＥＣ市場／首都圏／海外の販路開拓支援

・ネット通販や越境ＥＣ等の事業化支援
・シティセールスの強化による首都圏や海外の販路開拓支援

・働き方改革推進支援助成金（労働局）を活用し、中四国ビジネスフェ
アに６事業者が出展。バイヤーや出展者同士の商談につながった。
※大野町商工会
・地域資源を活用した食品製造関連新商品開発（伴走型支援事業）。
６事業者（かき、もみじ饅頭、宮島ビール、焼がきのはやし、喫茶しま
等）が新商品を開発して「あじわう宮島」としてブランド化（デザイン、PR
ツール制作）、首都圏商談会（2/15-17グルメ＆ダイニングショー）に参
加。複数社の商談成立。　※再掲、宮島町商工会
・R4年にオンラインショップ「はい、宮島です。」を開設。出品者は会員
限定。食品のほか杓子のキーホルダーなど小物の注文が中心。　※
宮島観光協会
・ライブコマースによる認知度向上・販路開拓支援事業を実施（9月ス
タート、全10回、13事業者出演）。現地からライブ配信で商品・事業者
を紹介し、オンラインショップと連動。　※佐伯商工会
・国のＨＡＣＣＰ等整備事業補助金を活用し、ジャパニーズウィスキー
の生産ラインの整備に対する支援を実施。Ｒ５の夏に完成見込み。
※産業振興課
・SNSで売り上げを伸ばしている事例（木工家具）あり。　※廿日市商
工会議所
・広島県商工会連合会のテストマーケティング事業を活用した新商品
開発の事例あり。
・SNSを通じて海外バイヤーから大ロットの注文が入っている事例（木
製調理器具）あり。　大野町商工会

〈課題〉
・ビジネスフェアは出展者を毎年募ると集まりにくい傾向
がある。（今年度はコロナで2年ぶり開催）　
※大野町商工会
・ライブコマースは、配信手段を変更するなどしたが、視
聴者数の大幅な確保には至らず、効果の測定が困難。
DXとしての取組としての意義はあるが、改善は必要。
※佐伯商工会
・Eコマース等のセミナーは市内であまり開催されていな
い。貿易関係証明は10社程度だが、他にも海外販売に
適した商品があると思われる。※廿日市商工会議所

〈今後の見通し〉
・同様の助成金を活用することになれば、首都圏展示会
なども検討したい。　※大野町商工会

・「あじわう宮島」は事業者グループ主体の動きへ移行。
4～5月に新商品発売予定。8月にマツダスタジアムのPR
イベント出店予定。　※宮島町商工会

・オンラインショップ「はい、宮島です。」の英語サイトを制
作し、海外発送にも対応予定。　※宮島観光協会

・工芸品の販路開拓支援として合同展示会「大日本市」
（中川政七商店主催）への出展をめざして商品開発・ブ
ランド開発を実施。４社が参加中。【宮島町商工会】
・オンラインショップ「はい、宮島です。」の英語サイトを
開設（5/1）し、海外発送にも対応。【宮島観光協会】
・国のＨＡＣＣＰ等整備事業補助金を活用したジャパ
ニーズウィスキーの生産ラインの整備に対する支援を
実施。Ｒ５年７月事業完了【産業振興課】

〈今後の見通し〉
・EC関係のセミナーを開催する予定【佐伯商工会】

・ひろしま産業
振興機構
・中小機構
・ひろしま広域
都市圏

産業支援機関
等が開催するビ
ジネスフェアへ
の参加企業数
【35社】

産業支援機関
等を活用した首
都圏、海外での
見本市や商談
会への参加企
業数【20社】

●戦術19）ウィズ／アフターコロナの需要をとらえた事業再構築
／新商品・サービスの開発支援、事業継続力の強化

・新型コロナ対策にともなう業態変更や業種転換等の支援
・地域資源の活用や企業間のマッチングの場づくり（例：広域的な産業
連関強化塾の開催）
・事業継続力の強化を図るセミナー開催、認定制度の活用

・事業継続力強化セミナーを開催（９／２８）。11事業者・13名が参加、
4社から申請相談あり。
・令和5年2月13日に異業種交流会を開催した（凸版印刷・サンビーに
登壇いただき、50者以上の事業者が参加）。　※しごと共創センター
・「新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会」による事業
者支援として「国の制度※活用補助金」、「新事業創出補助金」などを
行った。※事業再構築補助金、ものづくり補助金※産業振興課
・事業再構築補助金の申請数は、想定よりは鈍い。R3：70～80社申請
→R4：100社申請を目指しているが、伸びていない。　※廿日市商工会
議所
・セーフティネットの認定を行った（４号：７件　５号：４件）※産業振興課
・持続化補助金、市新事業創出補助金（20件申請）などを活用し、販路
開拓を支援した　※大野町商工会
・地域資源を活用した食品製造関連新商品開発（伴走型支援事業）。
６事業者（かき、もみじ饅頭、宮島ビール、焼がきのはやし、喫茶しま
等）が新商品を開発して「あじわう宮島」としてブランド化（デザイン、PR
ツール制作）、首都圏商談会（2/15-17グルメ＆ダイニングショー）に参
加。複数社の商談成立。　※宮島町商工会

〈課題〉
・多様な業種が参加できる異業種交流の機会づくりが必
要（日時、場所、WEB開催など）　※農林水産課
・金融機関ではコロナ関連のほか原油高に関する相談
が多いとのこと。金融機関でも相談窓口を開設してい
る。（実行委での相談窓口と重複している？）
・資金ショート、廃業等は返済開始となるR5.4～5月頃か
らが想定される。早めの相談を促す必要あり。※廿日市
商工会議所
・コロナ対策実行委の新事業創出補助金は、報告書を
みると目的に適合していないケースあり。持続化補助金
とのすみ分けも課題。　※廿日市商工会議所
〈今後の見通し〉
・観光関連は観光客が戻ってきており見通しは明るい。　
※宮島町商工会
・異業種交流会から生まれた事業（連携事業）等を対象
とする補助金を創設予定。　※しごと共創センター
・次年度から特定の業種による研究グループを組織し、
イノベーションをコンセプトに意見交換する場を設ける。　
※廿日市商工会議所
・「あじわう宮島」は事業者グループ主体の動きへ移行。
4～5月に新商品発売予定。8月にマツダスタジアムのPR
イベント出店予定。　※再掲、宮島町商工会

・地元菓子業者6社による「イノベーション研究会」を立
ち上げ、モニタリング調査などによる商品開発（改善）支
援を展開した。　【廿日市商工会議所】

・持続化補助金10件申請。６者連携による連携型事業
継続強化計画を申請。【大野町商工会】

・新型コロナ対策実行委員会による事業者支援として、
「国の制度活用サポート補助金」の募集を４月から開
始。７月から事業者の生産性向上・労働能率の増進の
取組への支援として「生産性向上等応援補助金」の募
集を開始。
・２社以上の事業者が連携して行う連携補助金を新た
に創設。５社応募があり３社採択【新型コロナ対策実行
委員会】

＜課題＞
・多様な業種が参加できる異業種交流の機会づくりが
必要（日時、場所、WEB開催など）【農林水産課】

・大学
・金融機関
・中小機構

経営革新計画承
認企業数【150
社】

産業経済団体、
産業支援機関等
を活用したビジネ
スマッチングへの
参加事業者数
【100社】

事業継続力強化
計画の認定を受
けた市内事業者
数【50社】

課題）大学の知財や金融機関のネットワークを活かした産学金官の連携に取り組むこと ／ デジタル技術を活用して、生産性の向上に取り組むこと
   地域資源・産業特性×デジタル技術による創業を支援すること

課題）越境ＥＣやＤ２Ｃ等を活用し、ネットによる販路開拓や海外市場への展開を支援すること ／ デジタル技術を活用して、生産性の向上に取り組むこと
   マーケティング／マネジメント機能を備えた観光地づくり＝観光経営を実現すること

課題）大学の知財や金融機関のネットワークを活かした産学金官の連携に取り組むこと ／ 生産者と実需者の取引を盛んにすること
   デジタル技術を活用して、生産性の向上に取り組むこと
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戦略６廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　【産業インフラの整備】

【担当課：産業振興課/都市活力デザイン課/観光課/農林水産課】
【関係課：               】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し 2023年度［上半期］の

具体的な取組み内容
2023年度［上半期］の

課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略６　新たな都市活力の創出

●戦術20）市内企業の留置・市外企業の誘致

・新都市活力創出拠点地区（平良地区）に、製造系・業務系・商業系施
設を立地誘導
・土地需要への対応や企業の誘致を推進するため、新たな事業用地の
確保に向け、調査・検討を実施
・オフィス誘致活動の推進（情報サービス業等）

・旧玖島小学校２階において３月１７日サンビーの事業所が開業した。
今後、本拠点にて木工研究会（市内の木工事業者）との協業や新ビジ
ネスを展開していく予定　　※産業振興課

・市役所本庁舎７階（食堂跡地）を活用した企業誘致事業を実施し、凸
版印刷(株)が１２月２０日に「ICT KOBO MIYAJIMA」を開設した。今
後、本拠点にて地域課題解決型のＤＸを推進していく予定。　　※産業
振興課

・平良丘陵開発土地区画整理準備会が(仮称)平良丘陵開発土地区画
整理事業の工業施設用地への立地意向を示す事業者を公募し、優先
交渉権者がを決定した。
・新たな事業用地である(仮称）二重原地区産業団地造成事業に関し、
地権者説明会及び近隣住民説明会を実施した。また、造成事業を包
括委託する事業者の公募を開始した。
　※都市活力デザイン課

〈課題〉
・観光ゾーンの計画規模が大きく、交通手段の確保や宮
浜温泉への影響などが懸念される。　※大野町商工会

〈今後の見通し〉
・新機能都市開発事業は、平良丘陵開発土地区画整理
組合が設立され、本格的に事業が推進される予定
・(仮称)二重原地区産業団地造成事業は、包括委託先と
なる優先交渉権者を決定し、年度内に業務締結する予
定

【未来物流産業団地】
　・立地動向調査を実施した（市内外の事業者へのアン
ケートや訪問調査等）【産業振興課、都市活力デザイン
課】

《Ａエリア（観光交流エリア）》
・７月２２日に土地区画整理組合、西松建設等と共同で
観光交流エリア構想に係る公表を行った
・９月２１日に「観光交流エリアまちづくり協議会」設立総
会が開催され、特別会員として参加した【産業振興課、
都市活力デザイン課】

《Ｂエリア（工業系エリア）》
・立地予定企業と「立地協定」を締結した
　【産業振興課、都市活力デザイン課】

〈課題〉
・観光交流エリア事業に市内事業者がどのように関わり
を持てるか（域内経済循環の創出）
　→市内産業経済団体との連携が必要

〈今後の見通し〉
《Ａエリア（観光交流エリア）》
・事業実施事業者（西松建設等）を中心に観光交流エリ
アの作り込みが行われていくのに合わせ、本市のまち
づくりに資する施策を検討・推進していく。

・都市活力デザ
イン課
・公共施設マネ
ジメント課
・広島県（県内
投資促進課）
・中山間地域振
興室
・経営政策課

新機能都市開
発事業地に立
地が決定した企
業の面積割合
【100%】

課題）関係機関との協議調整、事業面積の確保に取り組むこと ／ 新型コロナの影響による企業ニーズや働き方等の変化に対応すること
   環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと
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戦略７
廿日市市産業振興ビジョン（後期版）　進捗管理シート　　【産業インフラの整備】

【担当課：産業振興課／観光課/農林水産課】
【関係課：               】

2022年度の
具体的な取組み内容

2022年度の
課題／困りごと、今後の見通し

2023年度［上半期］の
具体的な取組み内容

2023年度［上半期］の
課題／困りごと、今後の見通し

連携する課
／支援機関等

該当するKPI
／参考数値

備考

戦略７　「オールはつかいち」の産業支援

●戦術21）廿日市版ＤＭＯ・ＤＭＣ、地域商社の設立検討

・廿日市版ＤＭＯ・ＤＭＣの設立検討：マーケティングの視点から観光戦
略の企画実施に取り組み、稼ぐ観光産業の育成、支援
・廿日市版地域商社の設立検討：特産品の開発販売、商談サポート、
観光関連事業の運営、ふるさと納税商品の開発販売等の事業化を支
援

・はつかいちＤＭＯ（仮称）設立に係る関係機関との合意形成、組織・
人材等について検討。　　※しごと共創センター

〈課題〉
・DMOと既存の観光協会が重複しないよう、すみ分けを
してほしい。　※廿日市商工会議所
・DMOと観光協会の違いが分かりにくい。組織ができれ
ば人材、予算が伴うので明確な効果を期待する。　　　※
大野町商工会
・市域全体や複数エリアを対象とする事業等について、
現状は複数の産業経済団体が集まって取り組む必要が
あるため、DMOで一括対応できるとよい。　
　※宮島町商工会
・広範囲への情報発信による観光客の呼び込みが課題
であり、DMOに期待したい。　
　※はつかいち観光協会

（今後の見通し）
・DMOの設立に向け取組を継続する。（R6年度のDMO申
請に向け、DMP構築を含めたマーケティングに必要とな
る情報の精査を含めた調査を行う。）
　※しごと共創センター

・候補DMOを得るための戦略計画書の作成
　※観光課

・DMOの設立に向け、観光DMP構築等に着手した。　
【観光課】

〈課題〉
・DMO設立に向け、関係団体との役割分担等の十分な
調整、マンパワーの確保やノウハウが必要である。
【観光課】

〈今後の見通し〉
・観光DMP構築に加え、DMO設立に向けた機能・役割
の再整理、ロードマップ作成等について、年度内に一定
の方向性を整理する。【観光課】

観光消費額
【310億円】

宿泊観光客数
【70万人】

観光客一人当
たり消費額
【4,000円】

産業支援機関
等を活用した首
都圏、海外での
見本市や商談
会への参加企
業数【20社】

産業経済団体、
産業支援機関
等を活用したビ
ジネスマッチン
グへの参加事
業者数【100社】

●戦術22）産業支援プラットフォーム機能の発揮

・当面「新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会」をオール
はつかいちの産業支援プラットフォームと
して位置づけ、ネットワークを活かしたビジョンの推進
・進捗状況を踏まえて、廿日市版ＤＭＯ・ＤＭＣ及び地域商社との役割分
担や連携の仕組みを検討、構築

・「新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会」の定例会を
開催し、現状の課題や今後の支援策のあり方について協議した。
・国の交付金を活用した事業者支援策として「paypayキャンペーン」を
２月１日～２月２８日までの期間で実施した
　※産業振興課

（今後の見通し）
・コロナ禍が落ち着いても継続すべきスキームである。　
※廿日市商工会議所

「新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員
会」については、コロナが落ち着いても、この枠組みを
生かしてオール廿日市市で産業振興に取り組む方向で
検討を進めている。【新型コロナ対策実行委員会】

〈今後の見通し〉
令和６年度から、新たな名称、目的等で産業振興実行
委員会を継続していく方向である。

経営革新計画
承認企業数
【150社】

産業経済団体、
産業支援機関
等を活用したビ
ジネスマッチン
グへの参加事
業者数【100社】

事業継続力強
化計画の認定
を受けた市内事
業者数【50社】

課題）地域全体で稼ぐ力を強化する仕組みを構築すること ／ マーケティング／マネジメント機能を備えた観光地づくり＝観光地経営を実現すること
   越境ＥＣやＤ２Ｃ等を活用し、ネットによる販路開拓や海外市場への展開を支援すること ／ 環境との共生やＳＤＧｓへの対応により持続可能な経済活動に取り組むこと

課題）現行組織を活かした全市横断的な産業支援組織を構築すること ／ 大学の知財や金融機関のネットワークを活かした産学金官の連携に取り組むこと
   しごと共創センターと既存支援機関との役割分担を明確にすること
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